
【評価結果：縮小】

[概算コスト][概算コスト][概算コスト][概算コスト] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値] [目標値]

14,755 14,427 13,968 14,323 3,192 3,408 2,981 2,981 16 16 29 19

（理由）

（内訳） （内訳） （内訳） （内訳） [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値] [実績値]

・決算額 ・決算額 ・決算額 ・予算額 3,074 2,933 2,857 14 25 17

9,605 9,325 8,914 9,291

・人件費 ・人件費 ・人件費 ・人件費 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　 <達成率>　

5,150 5,102 5,054 5,032 96.3% 86.1% 95.8% 87.5% 156.3% 58.6%

(0.65人) (0.65人) (0.65人) (0.65人)
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縮小

障害者の社会復帰と自立促進に寄
与しており必要な事業であるが、就
職支度金については、国庫補助対象
外となったことから、廃止とするととも
に、更生訓練費についても、他都市
の状況等も踏まえ、制度のあり方を
検討すべきである。

Ｄ

№ 事務事業名 事業実施課

事
業
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財
源

概算コスト（単位：千円） 主な活動指標 主な成果指標

23年度 24年度 25年度 26年度 指標名 23年度

1
更生訓練費等支給
事業

健康福祉局

障害福祉課
保健予防課

助
成
・
育
成

○事業開始年度　平成18年度

【概　 要】就労移行支援、自立訓練を受けている者に対し更生訓練
費を支給するとともに、就労移行支援、就労継続支援を終了し、就
職又は自営により自立する者に対し就職支度金を支給し、社会復
帰の促進を図る。
【対象者】身体障害者、知的障害者、精神障害者、難病患者等
【具体的な活動内容】
・更生訓練費
　　基本単価（月の利用日数が15日以上）3,150円/月
　　　　　　　　（月の利用日数が15日未満）1,600円/月
　　通所費用（実費と比較し低い方）　　　　　280円/月
・就職支度金　36,000円

国
・
県
補
助

更生訓練
費の延べ
支給人員

（単位：人）
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